 非常勤職員らには公務災害補償を請求する権利すら認められないのか！？
上司らのパワハラ等の心理的負荷により重症うつ病エピソードを発病し、自殺（自死）に追い込まれた故人の遺族らが、遺族補償等を求めるとともに、公務災害補償等の関する条例上の補償請求権は遺族ら本人には認められていないと不当に門前払いされたことに対する損害賠償を求めて、勤務先の北九州市を提訴した事件の「途中報告」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2017年8月31日

　　　　　　　　　原告ら代理人　弁護士　生越　照幸（おごし　てるゆき）
　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　佃　　祐世　（つくだ　さちよ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先 はつかいち法律事務所　
TEL 0829-34-2666  / FAX 0829-34-2667
E-mail：info@hatukaiti-law.com 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜野田総務大臣との面会日時、場所＞

日時　　2017年9月10日（月）15時～15時30分
場所　　総務大臣室
参加者　原告ら、生越、佃
＜面会後の記者会見＞

9月10日（月）16時～17時
参議院議員会館会議室～地階「Ｂ１０９」会議室　＊15:30から玄関ロビーで入館証交付
１　当事者
原告　遺族（亡佳奈さんの両親） 　
被告　北九州市
２　事実経過（概要）
 2012/3　　 大学院を卒業

 2012/4　 　北九州市の戸畑区役所に嘱託職員として就職
　　　　　　　子ども･家庭相談コーナー相談員として相談業務に従事する。

2012/秋～　重篤な相談者の担当となる。
上司からパワハラなどを受ける
　　　　　　「また無視される1週間が始まるよ」「監視されてる。一挙一動。一言一句。一言でもまずいと睨み付けられる。怖くて電話できらんし、窓口もできらん。」「給料分働いていない。自覚がない。意欲がない。と繰り返されました。」「朝顔見るなり『生きてましたか？』とだけいい、大丈夫かとも状態聞きもせず。」「同年代の相談者と結婚したらいいじゃないですか」嫌味な対応の数々。　上司による個室での叱責、2時間泣かされたこともある。
　　　　　　そして、ついに、上司は亡佳奈さんに対し、「このままやっていたら、（相談者が）死にますよ」などと言ったため、亡佳奈さんは、「私にはできない。このままじゃ、ひと死んでしまう。」「このままいたら私の判断ミスで人殺します」と深く思い悩むまでになった。
2013/1/6　　 母へ「死んでしまいたいわ」とメール

2013/1/13　　亡佳奈さんから両親に電話「もう限界　迎えに来て」
　　　　　　両親が亡佳奈さんを実家に連れて帰り、そのまま休職
2013/1/13　　医師に重度のうつと診断される　

2013/3/31　　亡佳奈さん戸畑区役所を退職
2013/4/20　　たけうちクリニックに通院開始
2015/5/21　　自ら大量の薬を飲み服毒死
３　本件訴訟の内、訴訟２については、被告は原告らの本件条例の基づく遺族補償等請求に対し、門前払いとしたことは違法であり、原告らの遺族補償等の請求に対し公務災害か否かの判断を受けることに対する期待権を不当に侵害し、門前払いとしたことに対し、損害賠償請求し、審理が行われているところである。
　　訴訟２については、９月７日に弁論準備手続きが終わり結審予定、近いうちに判決が言い渡される予定である。
　　先日、総務省は、野田総務大臣からの指示を受け、同年7月20日付で、「議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（案）の一部改正（案）について（通知）」と題する書面を各地方公共団体に送付し、速やかに条例施行規則改正等の所要の措置を講じるよう指示した（甲29）ことが判明した。
　　そのため、添付資料のとおり、本日原告らは追加の主張を行った。

　　今回の総務省による一部改正の指示は、原告眞由美が野田総務大臣宛に、「北九州市の非常勤職員であった娘が上司によるパワハラ等が原因で自死し、北九州市に対し労災申請をしたが、旧自治省が約50年前に作成した準則に即して作成された条例には、被災職員及び遺族らには請求する権利はないと門前払いにされたこと」「非常勤職員の方が苦しむことのないよう、非常勤職員の労働環境や労災の補償制度を改善してください」などと記載した手紙を送付し、これを受け、野田総務大臣が被災職員及び遺族から申し出があっても、認定に活かされない場合があることによって不合理を強いていることは否めないとの考えに至り、大臣として、総務省が示している条例施行規則（案）の見直しを各地方公共団体に指示することにしたものである。
４　原告らの要望
　　訴訟２は損害賠償請求事件であるが、原告らとしては、被告北九州市に対し、本件条例施行規則の不備を認め、総務省の指示に従い、速やかに本件条例施行規則を一部改正するよう求める。
５　原告らの今後の動き

　　そして、原告らは、非常勤職員に対する差別などが起こらないよう、労働環境を整備し、非常勤職員の労災補償制度のより一層の改善を図るよう求めるため、９月１０日に野田総務大臣に面会する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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